
（参考）諸外国におけるサイトブロッキングの現状

 42カ国がサイトブロッキングを可能とする法制度
を導⼊済みまたは当該法制度を導⼊すべき義務を
負っている。※1

主な状況

諸外国の現状

英国

ドイツ

オーストラリア

※1 Michael Schlesinger・遠⼭友寛「⽇本国におけるオンラインでの著作権侵害への対処」（コピライトNO.677/vol.57）27p
※2 Schlesinger・遠⼭ 論⽂29p記載の表の各国に関する記載に基づく
※3 Schlesinger・遠⼭ 論⽂29p記載の表を知財事務局が要約。記載の法律名等は根拠法令。
※4 各条⽂の原⽂に基づき 知財事務局が参考訳作成。

第97A条(1) 「⾼等裁判所（スコットランドにおいては⺠事控訴院）
は、サービス提供者が、そのサービスを著作権を侵害するために使⽤
する他の者のことを現実に知っている場合には、そのサービス提供者
に対して差⽌命令を与える権限を有する。」※4

115A条 2) 「差⽌命令は、サービス提供者が、そのオンライン・ロ
ケーションに対するアクセスを無効にし、適切な措置をとるよう要
求するものである。」 ※4

根拠 著作権、意匠及び特許法 第97A条［サービス提供者に対する差⽌
命令］⇒ 162のサイトをブロック※2

根拠 妨害者責任の原則（ドイツ⺠法BGB第823条（損害賠償責
任）及び第1004条（排除及び差⽌命令請求）に基づく）⇒ 現在ま
でブロックされたサイトなし。ドイツの連邦憲法裁判所（BGH）は、
2015年後半に、サイトブロッキングがドイツにおける、またEU法
に基づくプライバシー権の侵害を構成しないことを確認した。 ※2

根拠法 著作権法 第115A条［オーストラリア以外のオンライン・ロ
ケーションへのアクセスを提供するサービス提供者に対する差⽌命令］⇒
12のサイトをブロック ※2

…EU加盟国

…ブロッキング実績（数字はサイト数）

サイトブロッキングを可能とする法制度を導⼊済みまたは当該法制度を導⼊すべ
き義務を負っている42か国の⼀覧表 ※3

８

参考資料１


